
「大和市週休２日制確保適用工事実施要領（土木工事）」に関するＱ＆Ａ  

  

Q1 週休 2 日制確保適用工事の対象となる土木工事は、どのよう工事を指すのか。 

  A1 神奈川県の土木工事標準積算基準書、公共工事設計労務単価等で積算された、土木一

式工事、舗装工事、造園工事、とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事をいいます。  

 

Q2 週休 2 日制確保適用工事の対象外となる工事は、どのよう工事を指すのか。 

  A2 次のような場合には対象外工事としています。  

＜対象外工事＞ 

①  特に緊急を要する災害復旧工事 

② その他、対応が困難と発注者が判断した工事 

 

（例） 

・社会的要請等により早期の工事完成が望まれる工事 

・作業可能期間が限られている等の工期にあらかじめ厳しい制限がある工事 

・緊急・小規模工事及び市内一円の工事 

・その他、発注者が週休 2 日制に馴染まないと判断した工事 

 

Q3 対象期間に含まない年末年始６日間、夏季休暇３日間とは、具体的にいつなのか。  

  A3 年末年始休暇期間は、１２月２９日から１月３日までの６日間、夏季休暇は、お盆期間中の

うち３日間とします。  

   

Q4 やむを得ず「年末年始」「夏季休暇」に作業を行った場合、どのようにして現場閉所率を

算定すればよいのか。  

A4 「年末年始」は６日間、「夏季休暇」は３日間となるように、別の日に振替える必要がありま

す。事前に振替日とその理由について監督員と協議し、了承した場合は、振替日を含み

「年末年始」は６日間、「夏季休暇」は３日間として、対象期間から除き現場閉所率を算定

します。  

    

Q5 実施要領４ ４－１（６）、５ ５－１（６）「受注者の責に因らない現場作業等」とは、具体

的にどのような作業なのか。  

A5 次のような作業が考えられます。  

・ 現場内で災害の発生が予想される場合の予防作業（立入禁止柵の設置、飛散防止対策 

等の第三者被害の防止作業など）、現場内における災害発生時の対応作業（交通開放

のために土砂撤去等を行う復旧作業等）  

・ 占用者（電気・ガス・水道）や国、県等発注工事との調整に伴い、土日に行う作業  

・ 第三者による事故や住民対応等などで、土日に行う作業（例：商店街から休日施工を要 

望されて土日に作業する場合など）など  

 

Q6 週末に、発注者からの指示で、受注者の責に因らない作業を行った場合は、どの

様に休日を確保すればよいのか。 

A6 受注者の責に因らない作業を週末に行った場合は、対象期間から除外（休日の取得計算

から除外）するため、代替休日を確保する必要はありません。  

 

 



Q7 午前中工事を実施して、午後雨天休工の場合、現場閉所日と扱えるのか。  

A7 実施要領４ ４－１（７）「現場閉所日」のとおり、一日を通して現場を閉所する日を現場閉

所日と定義していますので、終日現場閉所しない場合には、現場閉所日として扱いませ

ん。  

   

Q8 実施要領４ ４－１（７）「現場閉所日」ただし書きの「現場管理上必要な保安等の巡回

パトロール、通行規制に係る交通誘導、機器類の保守点検等」とは具体的にどのような

作業か。  

A8 具体的には次の作業が考えられます。  

・ 現場内の定期的な巡回パトロール  

・ 現場内で災害の発生が予想される場合の予防作業（立入禁止柵の設置、飛散防止対策 

等の第三者被害の防止作業など）、現場での災害発生時の対応作業  

・ 現場内に存置したポンプや発電機等の機器の維持管理や、重機等の保守点検  

・現場内の交通誘導警備  

   

Q9 降雨、降雪等による予定外の休工日は、現場閉所日として認められるのか。  

A9 実施要領４ ４－１（７）に記載のとおり、降雨、降雪、強風等により、現場で作業を行えな

い場合は、現場閉所日として扱います。  

 

Q10 降雨で休工とした平日の振替として、週末（土・日曜日）に作業を行う場合の考え方に  

ついて教えてほしい。  

A10 週末（土・日曜日）に作業を行う場合があったとしても、実施要領４ ４－１（６）「対象期

間」の全体において、現場閉所割合が 28.5％（４週８休）以上となる場合には、実施要領４ 

４－１（３）「４週８休以上」の達成となります。  

 

Q11 祝日はどのように取り扱えばよいのか。 

A11 祝日も平日と同様に扱い、祝日を休工とする場合には、現場閉所日として取り扱いしま

す。  

   

Q12 ５月の「大型連休」中の休工日は、どのように現場閉所率の算定を行うのか。  

 A12 大型連休中の休工日は、現場閉所日とし、対象期間に含めて現場閉所率の算定を行い

ます。  

  

Q13 週休２日の確保を理由に、工期延長は認められるのか。  

  A13 週休２日の確保を理由にした工期延長は認められません。  

ただし、次に示すような場合が生じた際は、受注者からの申し出があれば、必要に応じ

て工期延長について協議してください。  

・ 受発注者間で協議した工事工程の条件変更が生じた場合  

・ 著しい悪天候により作業不稼働日が多く発生した場合  

・ 工事中止や工事一部中止により全体工程に影響が生じた場合  

・ その他特別な事情により全体工程に影響が生じた場合  

 

 

 

 



Q14 工期延長した場合の週休２日の考え方はどうなるのか。  

A14 工期延長した場合は、その分、週休２日の対象となる期間も延長されます。 延長した期

間も含め、実施要領４ ４－１、実施要領５ ５－１「用語の定義」に示す内容に基づき、

週休２日の取組を実施することになります。  

  

Q15 週休２日を達成した場合、又は未達成の場合、工事成績評定において加減点される

のか。  

A15 週休２日の達成、未達成による工事成績評定の加減点は行いません。  

  

Q16 工事途中で、通期の週休２日が達成できないことが判明した場合どの様に対応すれば

よいのか。  

  A16 工事途中で、通期の週休２日が達成できないことが判明した場合や、発注者から取組は

困難であると伝達され、これを承諾した場合には、その日までの現場閉所状況を、「現

場閉所履行報告書」（別紙２）により監督員に報告することになります。  

また、達成が困難であることが判明した日以降は、「現場閉所実績報告書」（別紙１） の

提出は不要です。  

   

Q17 現場閉所率の達成状況は、月単位で確認、整理するのか。  

  A17 対象期間中、毎月同じ現場閉所率である必要はありません。工事着手日から、現場完

了日までの対象期間で現場閉所日数を整理することとなります。  

   

Q18 現場完成日が工期の１０日前になってしまう場合でも、「現場閉所履行報告書」の提出

は、現場完成日以降となるのか。 

A18 原則として、工事完成届完成年月日から２０日以上前を現場完成日として、現場完成日

に提出していただくこととしています。  

このことから、工事の進捗状況により、現場完成日が２０日以上前より後になる場合であ

っても、「現場閉所履行報告書」については、工事完成届提出日の２０日以上前に提出

することといたします。この際、「現場閉所履行報告書」及び「現場閉所実績報告書」に

は、提出する日から現場完成日までの現場閉所予定日を記載したものを提出いただくこ

とになります。  

 

Q19 大和市契約規則第７１条の規定に基づく請負代金額の変更については、発注者と受

注者が協議して定めるとしていますが、変更の協議はいつまでに行えば良いのか。 

  A19 監督員は、工事完成届完成年月日の２０日以上前に提出された「現場閉所履行報告 

書」（現場閉所予定日を記載した場合も同様）により、現場閉所達成状況と達成状況に 

応じた請負代金額の変更について協議を行います。協議が整い次第、変更契約の手続 

きを進めることになります。  

      なお、手続き完了後、工事完成届完成年月日から１４日以内に完成検査を実施すること

になります。   

 

Q20 令和６年６月以前の契約工事で、令和６年７月以降も継続して施工する工事については、新た

な実施要領が適用されるのでしょうか。 

  A20 令和６年７月１日以降に公告し、土木工事標準積算基準書（令和６年７月１日）を適用している適

用工事のみ、新たな実施要領が適用されます。 

 



Q21交代制による適用工事での休日の定義はどのようなものか。 

  A21 技術者又は技能労働者が、工事現場において、24 時間通して、現場事務所での事務処理も含

む一切の作業を実施しない日をいいます。 

 


